
第５９回国際原子力機関（ＩＡＥＡ）総会 

日本政府代表演説 

 

議長，事務局長，御列席の皆様， 

初めに，議長閣下が第５９回ＩＡＥＡ総会議長に選出されたことをお祝い申し上

げます。また，日本政府は，トルクメニスタン，アンティグア・バーブーダ及びバ

ルバドスのＩＡＥＡ新規加盟を歓迎します。 

原子力の平和的利用の促進と核不拡散の確保というＩＡＥＡの活動は，憲章採択

から６０年を来年に控えた今，その重要性をますます高めています。我が国は天野

事務局長のリーダーシップの下，ＩＡＥＡがその重要な任務を果たせるよう，引き

続き，可能な限りの支援を行っていく考えです。 

本年４月から５月にかけ，２０１５年核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）運用検討会議

が開催されました。同会議では最終文書の採択には至りませんでしたが，引き続き，

ＮＰＴが核軍縮，核不拡散及び原子力の平和的利用の礎石であることに何ら変わり

はありません。我が国は，ＮＰＴ体制の維持・強化を主導するとともに，そのため

にＩＡＥＡが果たす役割を，引き続き，力強く支持していきます。 

 

議長， 

我が国は，ＩＡＥＡ福島報告書の発出を歓迎すると同時に，報告書作成に携わっ

た全ての専門家，加盟国及び国際機関に敬意を表します。我が国は，報告書の内容

を真摯に受け止めています。 

福島第一原発の廃炉・汚染水対策は，着実に進捗しています。４号機の使用済燃

料プールからの燃料取り出しは，昨年１２月に完了しました。また，１号機から３

号機の原子炉内の燃料デブリの調査も，ロボット技術等あらゆる分野の最新技術を

結集しながら始められています。 
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汚染水対策は大きく前進しました。タンク内の汚染水の浄化が本年５月までにい

ったん完了し，地下トンネルにたまっていた高濃度汚染水の除去も本年７月に完了

しました。さらに，井戸からの地下水汲み上げ，海側遮水壁，陸側遮水壁などの重

層的な取組により，汚染水の発生抑制や海洋への流出削減を進めています。 

廃炉・汚染水対策が，ＩＡＥＡを始めとする国際社会との協力に支えられている

ことに改めて感謝します。引き続き，地元の方々，国際社会への積極的な情報発信

に努めるとともに，国際社会に開かれた形で廃炉・汚染水対策を進めていく考えで

す。また，本年４月には，廃炉に関する先端的技術の研究開発や人材育成を推進す

る観点から，日本原子力研究開発機構に「廃炉国際共同研究センター」を設置しま

した。２０１７年には，福島県に「国際共同研究棟」を整備することを予定してお

り，今後，国内外の大学や研究機関の協力を得て同センターでの活動が国際的な廃

炉研究に寄与していくことを期待します。 

福島第一原発事故によって影響を受けた人々の生活の回復も一歩一歩進んでいま

す。除染が進み，生活インフラが整備され，住民と十分な協議を行った結果，昨年

４月以降，３つの市町村の避難指示が解除され，住民のふるさとへの帰還が可能と

なりました。日本産食品の輸入規制についても，科学的根拠に基づいて各国の規制

の撤廃・緩和が進んでいます。更なる撤廃・緩和に向け，食品の安全性に関する情

報を積極的に発信しています。本日昼食時に我が国が主催したレセプションでは，

風評被害に苦しむ福島を含めた東北地方の日本酒やお菓子を用意しましたが，多く

の方に足をお運びいただきました。これらの産品は，科学的に安全性が証明されて

います。 

 

議長， 
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福島第一原発事故後，我が国は原子力安全の抜本的強化のため，様々な取組を進

めてきました。２０１２年９月には独立性の高い原子力規制委員会を設置し，２０

１３年７月には大幅に強化された新規制基準を策定しました。 

また，ＩＡＥＡと連携して，本年６月には東京電力柏崎刈羽原発がＩＡＥＡの運

転安全調査団（ＯＳＡＲＴ）ミッションを受け入れました。更に，原子力規制委員

会は，来年１月，総合規制評価サービス（ＩＲＲＳ）ミッションを受け入れるべく，

準備を進めています。引き続き，ＩＡＥＡとも協力し，原子力安全の向上に向け，

努力を重ねていきます。 

 

議長， 

我が国は，福島第一原発の経験と教訓を踏まえ，強化された新規制基準を満たし

た原発は，重要なベースロード電源として再稼働させていく方針です。新規制基準

の下，２年以上にわたる厳格な審査を経た上で川内原発１号機が９月１０日に再稼

働しました。運転の安全に万全を期すとともに，設置自治体の理解も得ながら，電

力の安定供給を図っていく考えです。 

また，本年７月，政府は，エネルギー基本計画を踏まえ，「長期エネルギー需給見

通し」を策定しました。その中で，２０３０年度における総発電電力量に占める原

子力発電の割合は２０～２２％となっています。今後，現実的かつバランスの取れ

たエネルギーミックスの実現に向けた総合的な取組を進めていきます。 

これら原子力政策全体の方向性，つまり，今後の研究，開発及び利用の目指す方

向性については，私が議長を務める原子力委員会において「基本的考え方」の検討

を進めております。 

さらに，我が国は，利用目的のないプルトニウムは持たないとの政策を堅持し，

需給バランスを考慮に入れつつ，プルトニウムの適切な管理・利用を行っていきま

す。 
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議長， 

現在行われている原子力安全及び国際協力強化に向けた努力をさらに進める必要

があります。 

事故の教訓を国際社会と共有し，国際的な原子力安全を強化するため，原子力の

インフラ整備，International Nuclear Management Academy(ＩＮＭＡ)等の人材育

成，広報の分野におけるＩＡＥＡの活動への支援を継続します。更に，原子力安全

の観点から，日本の原子力技術を一層発展させ，そのメリットを世界の国々と享受

していく所存です。 

本年２月，ここウィーンにおいて，原子力安全条約に基づき，原子力安全に関す

るウィーン宣言が採択されました。同宣言には，国際的な原子力安全強化のための

様々な方策が盛り込まれており，我が国は，その実施を加盟国に強く奨励します。 

また，本年４月，我が国の締結により，原子力損害の補完的補償に関する条約（Ｃ

ＳＣ）が発効したことを歓迎します。これにより，国際的な原子力損害賠償制度が

拡充されていくことを強く期待します。 

 

議長， 

本年９月末，ニューヨーク国連本部において，持続可能な開発のための２０３０

アジェンダを採択するサミットが開催される予定です。原子力技術は，医療，食料・

農業，水資源管理等，様々な分野で開発を支えています。我が国は，天野事務局長

が掲げる「Atoms for Peace and Development」のイニシアティブを支持します。Ｉ

ＡＥＡが開発分野で更に積極的な役割を担うため，ＲｅＮｕＡＬ（リニューアル）

プロジェクト等ＩＡＥＡが進める具体的な施策を力強く支援していきます。 

本年開催されたＮＰＴ運用検討会議で，我が国はＩＡＥＡの平和利用イニシアテ

ィブ（ＰＵＩ）に対し，向こう５年間で総額２，５００万ドルの拠出を行うことを
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表明しました。より幅広い分野で，より多くの人に，より安全に原子力技術の恩恵

を届けることが大切です。この観点から，この度，アフリカ，中南米カリブ，アジ

ア大洋州の技術協力地域プロジェクトに対し，総額１２０万ドル相当の支援を行う

ことを決定しました。これら地域の関係国やＩＡＥＡと連携しながら，更なるプロ

ジェクト実施を支援していきます。ＩＡＥＡ加盟各国に対し，一層のＰＵＩへの支

援拡充を呼びかけます。 

この他，今後原子力の平和的利用への需要が高まるアジア地域における原子力協

力を推進するため，我が国はアジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）を主導して

います。本年１２月には，日本で大臣級会合を主催する予定で，ＦＮＣＡにおいて

は，我が国の原子力発電分野のみならず，農業・産業・医学分野等における放射線

利用の分野で，アジア，そして，世界の国々に貢献して参ります。 

 

議長，  

日本は，核セキュリティの強化に，尽力しています。 

 例えば，東海村にある「核不拡散・核セキュリティ総合支援センター」（ＩＳＣＮ）

は，昨年，アジア諸国等の専門家，約４００名に対して，核セキュリティ等に関す

るトレーニングを実施しました。ＩＳＣＮによるこうした研修の受講者は，２０１

０年以来，合計１５００名に上ります。 

 また，本年２月，我が国は，２週間にわたる国際核物質防護諮問サービスのミッ

ションを受け入れました。我が国は，核セキュリティ向上のため，ミッションから

示された勧告事項や助言事項について，適切な措置を講じていきます。 

 来年３月３１日から４月１日に予定されている核セキュリティ・サミット，及び

来年１２月に予定されている第２回ＩＡＥＡ核セキュリティ国際会議が成功するよ

う，引き続き協力していきます。 
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 我が国は，ＩＡＥＡによる核物質防護条約改正の発効に向けた取組を支持してい

ます。本年は改正が採択されてちょうど１０年目になります。発効まで更に１４か

国の締結が必要ですが，我が国としても早期発効のため，該当諸国に対して早期締

結を呼びかけます。 

 これらの活動を通じて引き続き我が国国内の核テロの懸念に対処するとともに，

世界の核セキュリティ強化に貢献していきます。 

 

議長， 

ＩＡＥＡ保障措置は，核不拡散のための最も重要な手段であり，我が国はその強

化・効率化の取組を引き続き支持していきます。包括的保障措置協定及び追加議定

書の普遍化は，国際核不拡散体制を強化するため，極めて重要です。昨年の総会以

降，新たに１カ国が包括的保障措置協定を，また２カ国が追加議定書に批准したこ

とを歓迎します。 

 日本政府は，イランの核問題の解決に向けた全ての交渉当事者のこれまでの粘り

強い努力を高く評価します。また，包括的共同作業計画を，国際不拡散体制の強化

に資するものとして，さらには，中東地域の安定につながるものとして歓迎すると

同時に，同計画が着実に履行されることを強く期待します。我が国として，同計画

の着実な履行に向け，可能な支援を行っていきます。ＩＡＥＡとイランの間で合意

されたロードマップに基づき，未解決の問題を本年中に解決することも重要です。

これらの合意を履行するにあたりＩＡＥＡが果たす役割は極めて重要であり，ＩＡ

ＥＡが必要な活動を行えるよう，人的・財政的リソースについて，各国が責任を持

って応分の負担をしていくことが必要です。 

北朝鮮による核開発・ミサイル開発の継続は，東アジア地域のみならず国際社会

全体に対する深刻な脅威であり，我が国はこれを強く非難します。我が国は，北朝

鮮に対し，更なる挑発行動を行わないこと，完全で検証可能かつ不可逆的な非核化
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に向けて具体的措置をとり，全ての関連活動を停止すること，２００５年の六者会

合共同声明及び関連安保理決議を完全に実施すること，ＮＰＴ及びＩＡＥＡ保障措

置を履行することを求めます。また，この問題にＩＡＥＡが引き続き関与すること

を支持します。 

我が国は，中東非大量破壊兵器地帯設置を含む，国際的な核不拡散体制強化の努

力を支持しています。先般のＮＰＴ運用検討会議の結果を踏まえつつ，同地帯設置

を前進させる観点からも，中東地域における信頼醸成に向けた全体的な努力を継続

すべきと考えます。我が国も協力を惜しみません。 

我が国は，昨年９月に，アジア太平洋保障措置ネットワーク（ＡＰＳＮ）の議長

を豪州から引き継ぎましたが，ＩＡＥＡや他の地域とも連携しながら，各国の保障

措置機関の能力向上支援，当局者間のネットワークの発展等を通じ，ＡＰＳＮの活

性化に貢献していきたいと考えています。 

 

議長， 

我が国は，国際協調主義に基づく「積極的平和主義」の旗を掲げ，世界の平和と

繁栄，安定にこれまで以上に積極的に貢献したいと願っています。これまでに申し

上げた取組はその一環であり，我が国は今後とも，核不拡散，原子力安全，核セキ

ュリティを確保しながら，原子力活動を継続していく考えです。 

来年ＩＡＥＡは憲章採択６０周年を迎えます。この節目を前に，国際社会の責任

ある一員として，原子力の平和的利用の確保，推進に一層貢献していく覚悟を改め

て表明いたします。 

御清聴ありがとうございました。 

 

（了） 


